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平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度のののの財政運営財政運営財政運営財政運営    

    

平成２２年度の本市当初予算は、福知山市の未来を切り拓く「４つのチャレンジ施策」と

して「暮らし応援・仕事づくりに“チャレンジ”」、「子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり

に“チャレンジ”」、「元気あふれる地域づくりに“チャレンジ”」、「安心・安全なまちづくりに”

チャレンジ”」を掲げ、積極的な予算を編成した。 

また、「財政健全化への“チャレンジ”」として、基金の有効活用や広告収入の確保など

財源確保対策を積極的に講じるととともに、特別職等給与や一般職人件費の削減等行

政内部経費のスリム化、事業の統合・廃止・見直しによるスリム化、団体運営補助金の一

律１０％削減などを実施することにより、持続可能な財政構造の実現に努めた。 

 平成２２年度決算の歳入面においては、大幅に減少していた法人市民税は緩やかな景

気の回復基調を反映して若干増収となったものの、前年中の所得を基準として計算する

個人市民税は大きく落ち込み、市税総額では対前年度 １億７,０００万円の減少（１．４％

減）となった。 

一方、普通交付税は、個別算定経費の大幅な増等により基準財政需要額が増加した

ことや、市税収入の減により基準財政収入額等が減少したことが影響し、対前年度 ８億１,

０００万円（８．７％増）の大幅な伸びとなった。 

歳出面においては、ｅ-ふくちやま整備事業による全市域の高速情報通信ネットワーク

の構築を引き続き進めるとともに、新学校給食センターの用地購入など合併特例事業の

推進を図るとともに、地域活性化交付金事業や子ども手当事業、緊急雇用特別対策事業

など国府補助事業を展開した。 

このほか、ふるさと就職応援基金の活用による「ふるさと就職おうえん事業」や、燃やさ

ないごみの月２回収集実施の拡充、ふくふく医療事業の対象児童の拡充（小学３年生か

ら６年生に拡大）、元気出す地域活力支援事業の創設、学校耐震改修の促進など、「４つ

の“チャレンジ”」施策を積極的に推進した。 

こうした結果、一般会計において形式収支では約１５億円、実質収支では９億７,０００万

円余の黒字決算を計上することができた。 
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１１１１    決算規模決算規模決算規模決算規模    

    

    

    

○ 歳入総額  ４２５億３，１１１万円（20 億 9,185 万円、5.2％の増）  

（数値は万円未満を四捨五入。()内は前年度増減） 

歳入総額は、４２，５３１，１１４，８９６円と前年度に比べ２，０９１，８５１，５０８円の増

となった。 

主な特色は、急激な景気悪化から回復の兆しがでてきたことにより、市税全体とし

ては１．４％の減となる一方で、普通交付税、臨時財政対策債において大幅増とな

った。 

また、国の緊急経済対策事業や子ども手当事業、ｅ－ふくちやま整備事業をはじ

めとする合併特例事業の実施に伴い事業実施に必要な財源を確保したため、国庫

支出金、市債等の特定財源も増加している。その一方で、財政調整基金や減債基

金からの繰入については行なわず、財政健全化に努めた。 

 

市税 １１３億１，６１１万円（1 億 6,277 万円、1.4％減） 

・個人市民税 ３２億６，４１３万円（2 億 6,505 万円、7.5％減） 

・法人市民税 １２億３７５万円（4,441 万円、3.8％増） 

・固定資産税 ５８億４万円（2,132 万円、0.4％増） 

・たばこ税    ５億８，６９６万円（2,883 万円、5.2％増） 

地方交付税 １１５億４，８６２万円（8 億 7,999 万円、8.2％増） 

･普通交付税 １０２億３，０７７万円 （8 億 1,465 万円 8.7％増） 

  主な基準財政需要額の増加要因 

地域雇用創出推進費 2 億 6,236 万円皆減 

雇用対策・地域資源活用臨時特例費 3 億 7,396 万円皆増 

個別算定経費 6 億 8,547 万円増 

      ・特別交付税 １３億１，７８５万円 （6,533 万円 5.2％増） 

 国庫支出金 ５４億８，０２８万円（6 億 1,770 万円、12.7％増） 

・地域活性化・経済危機対策臨時交付金 ２億６，２００万円（1 億 6,654 万円減） 

・地域活性化・きめ細かな臨時交付金 ３億１，４９９万円（3 億 1,168 万円増） 

・地域活性化・公共投資臨時交付金 ２億６，８３１万円皆減 

・地域活性化・生活対策臨時交付金 1 億９１７万円皆減 

・児童手当及び子ども手当交付金 １１億９，１８２万円（8 億 141 万円増） 

歳入決算額  ４２，５３１，１１４，８９６円（前年度比 ５．２％増） 

歳出決算額  ４０，９８９，３４１，９５８円（前年度比 ４．２％増） 

一般会計 
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・生活保護費負担金 １０億９，９０３万円（8,360 万円増） 

 

 府支出金 ２８億２，５７１万円（4 億 7,317 万円、20.1％増） 

・緊急雇用対策基金事業 １億９，３７３万円（1 億 131 万円増） 

・災害復旧事業 １億８２万円（4,683 万円増） 

・介護基盤緊急整備等特別対策事業 ５，２４０万円（皆増） 

・選挙費委託金 ８，４２４万円（2,572 万円増） 

 

 繰入金   ２億５０８万円（9 億 5,768 万円 82.4％減） 

・財政調整基金 皆減（1 億円） 

・減債基金    皆減（4 億 4,106 万円）  

・鉄道網整備事業基金 ７，８００万円（4 億 3,913 万円減） 

・ふるさと就職応援基金 ２，７１４万円（皆増） 

 

 市債  ５５億７，８９０万円（7 億 2,020 万円 14.8％増） 

・ｅ-ふくちやま整備事業(合併特例債） １３億６１０万円（4 億 9,600 万円増） 

・臨時財政対策債 １９億６，０９０万円（6 億 6,060 万円増） 

・総合防災センター（合併特例債） １１億１，７９０万円皆減 

・過疎地域自立促進基金造成事業債（過疎債） １億６，０００万円皆増 

・清掃施設整備事業債（一般廃棄物処理事業債） 

２億３，７１０万円(2 億 1,240 万円増) 

 

 

○歳出総額  ４０９億８，９３４万円（16 億 5,658 万円 4.2％増） 

 歳出総額は、４０，９８９，３４１，９５８円で前年度に比べ１，６５６，５８２，９３０円の

増となった。 

義務的経費では、職員数削減等による人件費の減、公債費も減少となっているが、

経済環境悪化に伴う生活保護費等の増や子ども手当事業の実施により扶助費が大

きく増加したため、義務的経費全体では約５億７千万円の増となった。 

また、「ｅ-ふくちやま整備事業」や「埋立処分場整備事業」などの大型事業の進捗、

小学校耐震改修事業、上川口保育園建設事業、災害復旧事業などにより投資的経

費は約７８億円規模となり、前年度に比して９億円増加している。 

その他では、緊急雇用事業をはじめ国の経済対策を受けて実施した各種事業に

より物件費が増加したほか、定額給付金の減などにより補助費が減少し、さらに特別

会計への健全化繰出の減により繰出金が減となったことが主な特色である。 

※ 以下、分類は「地方財政状況調査」の性質別区分による。 
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 人件費 ６７億８，７９６万円（2 億 3,941 万円、3.4％減） 

・給料  ２５億９，５９７万円（3,617 万円減） 

・期末勤勉手当 ９億２，７７０万円（6,854 万円減） 

・超過勤務手当 １億８，６３６万円（7,372 万円減） 

・退職手当   ８億３３５万円（5,786 万円減） 

  

扶助費 ７２億１，４９５万円（12 億 2,637 万円、20.5％増） 

・生活保護費 １５億７，８９１万円（2 億 208 万円増） 

・福祉医療 ２億４，６７２万円（915 万円増） 

・自立支援費 ７億９５０万円（6,709 万円増） 

・民間保育所委託 １５億１，０９９万円（2,905 万円減） 

・子ども手当事業  １３億２，４１３万円皆増 

・児童手当事業  １億 815 万円（5 億 2,077 万円減） 

 

 公債費 ５４億４，８２９万円（4 億 2,104 万円、7.2％減） 

・定期償還 ５４億４，５４１万円（1 億 1,324 万円減） 

・公的補償金免除繰上償還 ３億３６９万円皆減 

・一時借入金償還 ２８９万円（410 万円減） 

 

義務的経費 １９４億５，１２０万円（5 億 6,592 万円、3.0％増） 

＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

 

 物件費 ４１億９，８０２万円（8,074 万円、2.0％増） 

・日本脳炎予防接種事業 ３,２８２万円（2,280 万円増） 

・子宮頸がん予防ワクチン接種事業 １,４７４万円皆増 

・小児用肺炎球菌ワクチン接種事業 ７９９万円皆増 

・ヒブワクチン接種事業 ５８３万円皆増 

・固定資産評価替え業務 ３，２８１万円（447 万円増） 

 

補助費等 ２７億９，６５２万円（5 億 7,514 万円、17.1％減） 

・定額給付金 ５億２，７７７万円皆減 

・税等還付金 ７，４３７万円（1 億 4,270 万円減） 

・消防団員退職報償事業 ６，６３４万円（５，６１８万円増） 

  

積立金 １６億３，３６９万円（10 億 8,550 万円、198.0％増） 

・鉄道網整備事業基金 ２億 4，684 万円（5,653 万円増） 
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・企業誘致促進基金 １億５，００９万円（1 億 3,565 万円増） 

・減債基金 ５億２，７０９万円（5 億 1,330 万円増） 

・過疎地域自立促進基金 １億６，０００万円（皆増） 

・ふるさと就職応援基金 ４，６４１万円（皆増） 

  

繰出金 ４７億４，７５２万円（4 億 1,878 万円、8.1％減） 

・公設卸売市場事業  ２億７，５８１万円（1 億 5,074 万円増） 

・駅南土地区画整理事業  １億６，１７０万円皆減 

・駅周辺土地区画整理事業  7，8００万円（1 億 3,200 万円減） 

・石原土地区画整理事業  １億円（1 億円減） 

・簡易水道事業     ４億２，５０８万円（202 万円増） 

・下水道事業      ９億４，０７９万円（5,719 万円減） 

・農業集落排水施設事業 ４億９，７５３万円（1 億 2,247 万円減） 

・国民健康保険事業  ５億７，７９４万円（1,613 万円減） 

・介護保険事業  ９億２，４６０万円（4,470 万円増） 

・後期高齢者医療 ８億９，８０７万円（1,163 万円増） 

 

投資的経費 ７８億３，０７１万円（9 億 160 万円、13.0％増）  

○普通建設事業（補助事業） ３２億４，０３５万円（10 億 5,106 万円増） 

         ｅ-ふくちやま事業 １０億２，４０５万円（8 億 6,778 万円増） 

         埋立処分場整備  ３億２，０３４万円（2 億 9,161 万円増） 

         寺町岡篠尾線   ８，９８８万円（2 億 8,012 万円減） 

駅周まち交事業  ３億６，５６６万円（2 億 7,615 万円増） 

小学校耐震改修事業 ２億 6，584 万円（2 億 5,454 万円増） 

学校ＩＣＴ整備事業 ４，２１０万円（1 億 2,885 万円減） 

 

○普通建設事業（単独事業） ４０億９，１２１万円（4 億 6,033 万円減） 

         ｅ-ふくちやま事業 ６億５，５３３万円（6,196 万円減） 

大江総合会館等空調設備改修事業 ５，５００万円（皆増） 

新学校給食センター建設事業 ２億７１５万円（皆増） 

総合防災センター １１億７，６０９万円皆減 

上川口保育園建設事業  １億４４８万円（皆増） 

    

 ○災害復旧事業  ４億９，９１５万円（3 億 1,087 万円増） 

         農林施設災害     １億 3,895 万円(3,009 万円増) 

         公共土木施設災害  3 億 6,020 万円(2 億 8,078 万円増)    
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２２２２    決算収支決算収支決算収支決算収支    

昭和昭和昭和昭和４７４７４７４７年度以来年度以来年度以来年度以来３３３３９９９９年連年連年連年連続続続続のののの黒字決算黒字決算黒字決算黒字決算をををを確保確保確保確保    

急激な経済環境の悪化に伴う緊急経済対策をうけて財政需要が拡大するなか、歳入歳

出ともに４００億円を越える大型決算となった。 

歳入では市税の減収に伴う地方交付税、臨時財政対策債の大幅な伸びなどにより一般

財源総額を確保、歳出では行政内部経費のスリム化、事業の統合・廃止・見直しによるスリ

ム化などに努める一方で、緊急経済対策、合併特例事業などを実施した。そのなかで基金

繰入を抑制しつつ所要の財源確保に努めた結果、実質収支で９億７，２４７万円の黒字決

算を確保するとともに、実質単年度収支についても１億９，１７２万円の黒字となった。 

　　　　区　　　　分 平成２２年度 平成２１年度 差引 増減率
歳入総額　① 42,531,115 40,439,263 2,091,852 5.2
歳出総額　② 40,989,342 39,332,759 1,656,583 4.2
歳入歳出差引額①－②＝③ 1,541,773 1,106,504 435,269 39.3
翌年度へ繰越すべき財源④ 569,299 318,334 250,965 78.8
実質収支③－④＝⑤ 972,474 788,170 184,304 23.4
単年度収支　⑥ 184,304 149,401 34,903 23.4
積立金（財政調整基金）⑦ 7,415 8,814 △ 1,399 △ 15.9
繰上償還金（任意）⑧ - 303,689 △ 303,689 皆減
積立金取崩し額（財政調整基金）⑨ - 100,000 △ 100,000 皆減
実質単年度収支⑥＋⑦＋⑧－⑨ 191,719 361,904 △ 170,185 △ 47.0

（単位：千円、％）

 

３３３３    基金基金基金基金残高残高残高残高のののの状況状況状況状況        ～～～～約約約約１８１８１８１８．．．．３３３３億億億億円円円円増加増加増加増加    

基金残高全体では、前年度比１８億２，９６７万円増の８３億５，２８４万円となった。 

財政調整基金については、繰入抑制と前年度歳計剰余金積立により４億１５０万円増、減

債基金は貸付金元利収入による積立により５億２，７０９万円増加している。特定目的基金

については、鉄道網整備基金を７，８００万円取り崩した一方、地域振興基金、鉄道網整備

基金、過疎地域自立促進基金の積立などにより、前年度より９億１０８万円増額となった。 

基金残高の推移
（定額運用基金・特別会計を除く）
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億
円

特定目的基金
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90.6
77.6

68.2 65.2

83.5
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４４４４    市債市債市債市債残高残高残高残高のののの状況状況状況状況        ～～～～約約約約８８８８億億億億 9,0009,0009,0009,000 万万万万円円円円増加増加増加増加（（（（実質的実質的実質的実質的なななな市債残高市債残高市債残高市債残高もももも増加増加増加増加））））    

                                                            ～～～～全会計全会計全会計全会計のののの実質的実質的実質的実質的なななな市債残高市債残高市債残高市債残高はははは約約約約６６６６．．．．６６６６億円減少億円減少億円減少億円減少    

 

平成２２年度末の一般会計の市債残高は４９７億５，７９６万円となり、前年度より８億９，０９

８万円の増となり、普通交付税で算入される額を除いたいわゆる実質的な市債残高も約８億

４,５５０万円増加した。 

なお、一般会計の市民一人あたり市債残高は６１１，２２４円、交付税措置を除く実質的な

市負担残高は２２６，７１７円となった。また、全会計では１，２５４，８１１円、市負担分６２０，６

０５円となっている。 

現在、合併特例事業等の計画的推進にあたって合併特例債の発行や普通交付税財源

身替措置である臨時財政対策債など多額の市債を発行しているところであるが、将来に過

度の負担が残らないよう実質公債費比率等の財務指標の推移に注意を払い計画的な市債

発行に努める必要がある。 

このためにも、市債発行にあたっては交付税措置のある市債を厳選して発行することで

実質的な市債残高の圧縮に努めなければならない。 

 

平成 22 年度末 市債残高の状況 

（市債の年度末借入残高）                                (単位：百万円) 

H22 H21 増減  

総額 
うち 

市負担分 
総額 

うち 

市負担分 
総額 

うち 

市負担分 

一 般 会 計 49,758 18,456 48,867 17,636 891 820 

特 別 会 計 32,566 16,651 32,884 17,172 △318 △521 

企 業 会 計 19,826 15,415 20,454 16,369 △628 △954 

全 会 計 合 計 102,150 50,522 102,205 51,177 △55 △655 

 

（市民一人あたり借入残高）                                    (単位：千円) 

H22 H21 増減  

総額 
うち 

市負担分 
総額 

うち 

市負担分 
総額 

うち 

市負担分 

一 般 会 計 611 227 598 216 13 11 

特 別 会 計 400 205 403 210 △3 △5 

企 業 会 計 244 189 250 200 △6 △11 

全 会 計 合 計 1,255 621 1,251 626 4 △5 
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<市債残高の推移状況> 

 

会計別市債残高の推移

508 491 489 498

201 193 204 198

197 186 176 185

157 150 164 154

356 355 329 326

171 193 172 166
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市債残高 実質市債残高 市債残高 実質市債残高 市債残高 実質市債残高 市債残高 実質市債残高

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

企業会計　実質市債残高

特別会計　実質市債残高

一般会計　実質市債残高

企業会計　市債残高

特別会計　市債残高

一般会計　市債残高

億円

1,065

525

1,039

529

1,022

512

1,022

505

 

 

平成２２年度末 市債残高の状況                          （単位：億円） 

    平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

市債残高 一般会計 508 491 489 498 

  特別会計 356 355 329 326 

  企業会計 201 193 204 198 

計 1,065 1,039 1,022 1,022 

    平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

実質市債残高 一般会計 197 186 176 185 

  特別会計 171 193 172 166 

  企業会計 157 150 164 154 

計 525 529 512 505 
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（１）国民健康保険事業 

後期高齢者医療制度導入後の被保険者数の減少はあるものの、景気悪化など

の社会経済状況の中で、昨年度を上回る保険料を確保することができた。しかし、

医療費の増大により国保会計は依然として非常に厳しい状況にある。そのなかで前

年度繰越金や一般会計及び基金からの繰入を行うとともに、調整交付金等の財源

確保に努めた結果、実質収支で１８３，３８９千円の黒字を確保した。 

平成２０年度から引き続き特定健診・特定保健指導に取組むとともに、前立腺が

ん検診及び大腸がん検診並びに妊婦歯科検診の実施や、レセプト点検を引き続き

強化するなど、厳しい財政のもとで積極的な事業展開を図った。 

 

（２）国民健康保険診療所費 

山間へき地医療の確保を目的に、雲原診療所、金山診療所の２施設を運営した。

金山診療所については、平成２３年３月３１日をもって閉鎖とした。 

患者数（レセプト数）、件数（延人数）、診療収入すべてにおいて減少した。 

その結果、歳出決算額は 47，525 千円で前年度より 375 千円の減となった。一般

会計からの繰入金により収支は均衡している。 

 

（３）と畜場費 

処理頭数は５８２頭と対前年比で４０５頭の増となった。経費削減に努めた結果、

決算額は１４，７４０千円で前年度より１３５千円の減となった。一般会計からの負担金、

繰入金等により収支は均衡している。 

 

（４）簡易水道事業 

      平成１９年度から実施してきた公的資金補償金免除繰上償還が平成２１年度で終

了したことから、歳入歳出決算額とも前年度に比べ１０％以上減額となった。 

歳入決算額については、料金改定や対象工事の増加により、使用料や国庫補

助金などが増加したものの、市債が大幅に減少したことから、１，１７９，４５４千円で

前年度比１４７，７９０千円減額した。歳出決算額については、統合整備事業や受託

工事の増加により簡易水道改良事業費などが増加したものの、公債費が大幅に減

少したことから、１，１７２，６１４千円で前年度比１５１，９１１千円減額した。決算収支

については、一般会計からの繰入により実質収支で６，７４５千円の黒字を確保し

た。 

      施設整備では、牧川筋簡易水道の上水道統合整備や額田中夜久野緊急連絡管

布設などを実施して安定的な給水体制の構築を図った。また、合併協定項目に基

特別会計 
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づき、旧市域と旧三町域の使用料をメーター口径別の料金体系に統一した。 

 

（５）下水道事業 

現在の整備状況は計画区域に対する整備率 89.8％、水洗化率９７.１％、普及率

８０.１％となっており、引き続いて普及率の向上を図っている。 

平成２２年度は厚中地区の浸水対策事業を進め、仲ノ坪貯留施設と地蔵ヶ端貯

留施設の供用を開始した。その他合流式下水道の改善、終末処理場施設等の改

築更新を実施するとともに、下水道事業特別会計の公営企業化に向け、準備を進

めた。 

決算収支については２８７，９３７千円の黒字を確保した。 

 

（６）宅地造成事業 

平成１７年度から分譲地の売却を開始し、２２年度中の売却実績は６６，５４３千円

（１０区画）で、平成２２年度末現在で７１区画の売却が進んでいる。 

造成事業では周辺水害対策、防火水槽、集落道路整備などを行い、２２年度末現

在の進捗率は約８８．４％となり、前年比４．３％の増となっている。 

決算収支では前年度繰越金などにより２１，４１１千円の黒字を確保した。 

 

（７）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して応急的な診療を行った。 

本年度は新型インフルエンザ等の大きな流行もなく、年間受診者数は１,４５８人で

前年度比６１２人、２９．６％の減となった。一日当たりの平均受診者も、２０.８人と、前

年度の２９.２人を下回った。 

決算規模は２０,４８7 千円となり前年度比８,７６7 千円減少し、一般会計からの繰入

金９,０９１千円により収支の均衡を図った。 

 

（８）公設地方卸売市場事業 

   平成２０年度に一般会計からの繰入と借入により累積赤字を解消、本年度は給

食センターへの用地売却を行い一般会計借入金の一括償還を行った。 

     また運営面では、依然として、流通消費環境の厳しさを反映し、青果部門の取扱

量は前年比９．０％減の２，０５５トンとなったが、優品率の向上及び高値で推移した

ことから取扱高は前年比４．０％増の６２９，６８０千円と若干の回復を図ることができ

た。 

決算については、歳入で施設使用料は１１，８３６千円と前年度より８９千円の増と

なった。歳出は運営効率化に取り組むなかで一般管理費は１３，４７２千円と前年度

比１０９千円の減となり、決算収支も１，４９４千円の黒字を確保した。 
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（９）老人保健医療事業 

平成２０年度より老人保健制度は後期高齢者医療制度に移行されたことにより、平

成２１年度の医療費は、医療機関等より請求される診療報酬の月遅れ請求分と過誤

調整による請求分等を支出している。 

平成２２年度は、一般会計より１，４８９，５００円繰入し、会計を閉鎖した。 

 

（10）駅南土地区画整理事業 

早期に特別会計の閉鎖を行うため、保留地の積極的な売却を進め、6 区画、７１，

６２０千円の土地売払収入を得た。 

決算収支は、４２，５３５千円の赤字額となり、単年度で７１，１９９千円の収支改善を

図った。 

 

（11）農業集落排水施設事業 

本市の農業集落排水施設の整備は完了しており、現在、各施設の適正な維持管

理に努めている（水洗化率８９．５％、人口普及率１３．１％）。 

一般会計からの繰入や資本費平準化債等の歳入確保に努め、決算収支は４２，３

４８千円の黒字決算となった。 

 

（12）石原土地区画整理事業 

前年度の換地処分に伴い、換地計画で確定した清算金の交付及び徴収事務を行

った。また８区画、４２，２４６千円の土地売払収入を得た。 

一方で、経営健全化対策として一般会計からの１００，０００千円の繰入により赤字

圧縮を図り、決算収支は１，９８１，２０８千円の赤字となり、１３３，０９４千円の収支改

善を図った。また、健全化法に基づく資金不足比率についても、早期健全化基準内

である８．８％となり、前年度から３．５ポイント改善した。 

 

（13）駅周辺土地区画整理事業 

事業計画に基づき、道路の築造工事、街区の整地工事、上水道配水管等の新設

移設、物件移転等を行い事業の進捗を図った。(進捗率９４．５％) 

歳入では、保留地 1 区画の売却により土地売払収入は４５８，６９３千円となった。

さらに資金不足比率解消のため一般会計より７８，０００千円を繰入れ、収支改善に

努めた結果、決算収支は６４０，５９０千円の赤字となり、単年度で５００，１４６千円の

赤字の縮減を図った。 
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（14）介護保険事業 

①保険事業勘定 

第４期介護保険事業計画（平成２１年度～平成２３年度）に基づく保険給付業務、

地域支援事業（介護予防事業、包括的・任意事業）等を実施した。 

歳出規模は６，１９３，６３５千円で前年比２９５，０６４千円の増となり、決算収支に

おいても６０，１１４千円の黒字を確保した。 

②サービス事業勘定 

介護予防に係る居宅支援サービス計画を作成した。 

歳出規模は２７，４２９千円で前年比４，４８７千円の増となり、決算収支においても

５，５１８千円の黒字を確保した。 

 

（15）河守土地区画整理事業 

事業計画に基づき、街区の整地工事、物件移転補償を行い、事業の進捗を図っ

た。（進捗率 ９４．２％） 

土地売払収入は１区画１，４７３千円となり、決算収支は１５，７１２千円の黒字を確

保した。 

 

（16）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び当該財産の管理を行った。決算規模は

１１９千円で、前年度比８２千円の減となり、基金繰入により収支均衡を図った。 

 

（17）後期高齢者医療事業 

後期高齢者医療事業は府内の全ての市町村が加入する京都府後期高齢者医療

広域連合が主体となり市町村と事務を分担し運営している。 

市では、広域連合と連携して保険料の徴収、給付申請等の受付、健康診査事業

などを行っている。 

本年度の歳出決算は１，６１４，０７１千円、前年度比１４，８８２千円の増、決算収

支は１６，１３６千円の黒字となった。 
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経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率        ８３８３８３８３．．．．５５５５％％％％        ～～～～前年比前年比前年比前年比７７７７．．．．００００ポイントポイントポイントポイント改善改善改善改善    

 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、前年度７．０ポイント改善し８３．５％となった。 

 歳入では市税収入が減収となったものの、普通交付税及びその財源身替である臨時財

政対策債が税収減を上回る伸びとなり、経常一般財源は前年度比で１２億７，３２８万円増

加した。 歳出面では、扶助費・物件費等が増加したものの、人件費、公債費等の圧縮によ

り、経常経費充当一般財源は前年度比６億３，２１４万円の減となり、近年上昇傾向にあった

経常収支比率は、大幅な改善が図られた。 

経常収支比率の推移
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※ 経常収支比率（%）＝（経常経費充当一般財源 ÷ 経常一般財源総額）× 100 

義務的経費の推移

74.374.374.374.3 74.674.674.674.6 72.872.872.872.8 70.370.370.370.3 67.967.967.967.9

50.450.450.450.4 53.953.953.953.9 56.556.556.556.5 59.959.959.959.9 72.172.172.172.1

55.755.755.755.7 57.657.657.657.6 63.163.163.163.1 58.758.758.758.7 54.554.554.554.5
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扶助費

人件費

180.4180.4180.4180.4 186.1186.1186.1186.1 192.4192.4192.4192.4 188.9188.9188.9188.9 194.5194.5194.5194.5

 

財務指標 

 

注：地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計)  

（注）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合一般会計及び

休日急患診療所費特別会計が対象となる。 
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財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化判断比率判断比率判断比率判断比率等等等等のののの状況状況状況状況    
    

  健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率はははは全全全全てててて早早早早期期期期健全化健全化健全化健全化基準基準基準基準内内内内、、、、資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率もももも経営健全化基準内経営健全化基準内経営健全化基準内経営健全化基準内    

平成１９年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により創

設された地方公共団体の財政の健全性を判断するための４つの指標を総称し「健全化

判断比率」という。 

各指標のいずれかが「早期健全化基準」を超過した場合、当該年度末までに「財政

健全化計画」を定めなければならず、さらに「財政再生基準」以上である場合には「財

政再生計画」を定めて赤字再建団体となる。また、公営企業等については、資金不足

比率（資金の不足額の事業規模に対する比率）が経営健全化基準を超えた場合、経営

健全化計画を定めなければならないとされている。 

平成２２年度における本市の健全化判断比率は、４指標いずれも早期健全化基準内

であった。赤字決算を示す①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率は、福知山市全体で

は黒字決算であるため非該当であり、③実質公債費比率は公的資金補償金免除繰上償

還の効果等による公債費の減や基準財政需要額の増加等による普通交付税の増等に

より前年度より改善した。⑤将来負担比率についても市債残高が増加したが、債務負

担行為に基づく支出予定額の減、充当可能基金の増、基準財政需要額算入見込額の増

等により大幅に改善した。 

また、公営企業等の資金不足比率についても、財政支援繰出などにより石原土地区画

整理事業会計の資金不足比率が縮小した。（経営健全化基準内） 

        

●●●●健全化判断比率（４指標）        ※下段(）書きは平成 21 年度数値                        （単位：％）    

  
① 実質赤字 

比率 

②連結実質 

  赤字比率 

③実質公債費 

  比      率 
④将来負担比率 

- - 13.3  156.5  
福知山市 

(-) (-) (14.9) (175.4) 

12.14  17.14  25.0  350.0  
早期健全化基準 

(12.19) (17.19) (25.0) (350.0) 

20.00  35.00  35.0  
財政再生基準 

(20.00) (40.00) (35.0)   

 

⑤資金不足比率 （Ｈ21～22 において資金不足を生じる会計のみ計上）            （単位：％） 

会 計 名 H22 H21 経営健全化基準 

 石原土地区画整理事業特別会計 8.8 12.3 20.0 
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実質公債費比率と将来負担比率の推移 

実質公債費比率と将来負担比率の推移

16.1 16.1

14.9

13.3

16.2

156.5

175.4

186.0
167.7

10.0

13.0

16.0

19.0

22.0

25.0

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

実質公債費比率(%)
(早期健全化基準 25.0)

150.0

190.0

230.0

270.0

310.0

350.0

将来負担比率(%)
(早期健全化基準 350.0)

実質公債費比率

将来負担比率

 

 

資金不足比率の推移 

資金不足比率（経営健全化基準20.0％）

33.5

0.0 0.0 0.0

23.5

19.4

0.0 0.0

14.2

17.7

12.3

8.8

30.0

4.0

0.0 0.00.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

公設地方卸売市場事業

駅南土地区画整理事業

石原土地区画整理事業

駅周辺土地区画整理事業

53.8
60.0

100.0

3200.0

100.0

3,132.8

％
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<用語解説> 

○実質赤字比率 

地方公共団体の行政サービスの中心を担う「一般会計」等の赤字の程度を指標化したもの。

この比率が高くなるほど赤字の解消が困難となり、深刻な財政状況に陥っていることを示す。 

一般会計等の実質赤字 
実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、地方公共団

体全体の赤字の程度を指標化したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

連結実質赤字額 
連結実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

○実質公債費比率 

借入金（市債）の返済額等の大きさを一般財源等との対比で指標化し、資金繰りの危険度を

示したもの。市債償還は原則削減したり先送りできないため、この比率が高くなるほど財政の

弾力性が低下していることを意味している。 

18％以上になると、市債の発行に国の許可が必要となり、25％以上になると一般事業等の市

債が制限される。 

（元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 実質公債費比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額） 

（注）準元利償還金 

一般会計等から特別会計への公債費償還相当繰出金、加入団体への借入金償還財源負担金、債務

負担行為に基づく支出、一時借入金の利子など 

 

○将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）や、将来支払う可能性のある負担等に係る現時点での残高

の程度を指標化し、将来財政を圧迫する危険度を示したストック指標。この比率が高いと将来

の財政負担要因が大きいことを示している。 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在

高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
将来負担比率 ＝ 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要

額算入額） 
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○資金不足比率 

公営企業に生じている資金不足を、当該公営企業の事業規模である事業収入と比較して指標

化し、経営状況の深刻度を示したもの。この比率が高くなるほど、事業収入で資金不足を解消

するのが難しくなるので、公営企業経営に問題があることになる。 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設費以外の企業債残高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 ＋建設費以外の企業債残高）－

解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

・法非適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経

て「財政健全化計画」を定めて自主的な財政健全化が求められる。 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、いわゆる赤字再

建団体となり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、国等の関与による確実な再生が求め

られる。 

  （※１） 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの比率 

 

○経営健全化基準 

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て「経営健全化計画」を

策定し、経営健全化を図る必要があります。 
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  <会計区分のイメージ> 

 

一般会計 一
般
会
計
等 

一般会計等に属する

特別会計 
休日急患診療所費特別会計 

実
質
赤
字
比
率 

国民健康保険事業特別会計   

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

老人保健医療事業特別会計   

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

国民健康保険診療所費特別会計   

一般会計等以外の

特別会計のうち公営

企業に係る特別会

計以外の特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計   

病院事業会計 

水道事業会計 
法適用 

企業 
ガス事業会計 

と畜場費特別会計 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

公設地方卸売市場事業特別会計 

農業集落排水施設事業特別会計 

石原土地区画整理事業特別会計 

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 

福知山駅南土地区画整理事業特別会計 

河守土地区画整理事業特別会計 

公
営
事
業
会
計 企

業

会

計 

法非適用 

企業 

宅地造成事業特別会計 

資

金

不

足

比

率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     
一部事務組合 

京都府自治会館管理組合     

京都府後期高齢者医療広域連合     
広域連合 

京都地方税機構   

実

質

公

債

費

比

率 

地方公社 

第３セクター等（※） 
福知山市土地開発公社       

将

来

負

担

比

率 

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、本市では第３セクターに対する将来負担

比率への実質的な影響はなし。 



１　会計別決算の状況 （単位：千円、％）

歳  入  決  算 歳  出  決  算
翌年度

繰越財源
実  質  収  支

歳出決算
伸   率

42,531,114 40,989,342 569,299        972,473 4.2

7,602,628 7,419,239 -                 183,389 △ 5.1

47,525 47,525 -                 -                    △ 0.8

14,740 14,740 -                 -                    △ 0.9

1,179,454 1,172,614 95 6,745 △ 11.5

4,013,756 3,670,548 55,271 287,937 △ 24.5

85,472 64,061 -                 21,411 33.2

20,486 20,486 -                 -                    △ 30.0

544,109 542,615 -                 1,494 601.1

11,097 11,097 -                 -                    △ 70.3

71,620 114,155 -                 △ 42,535 △ 75.9

879,785 837,437 -                 42,348 △ 15.2

170,081 2,151,289 -                 △ 1,981,208 △ 8.6

961,959 1,591,867 10,682 △ 640,590 △ 16.4

6,253,749 6,193,635 -                 60,114 5.0

32,947 27,429 -                 5,518 19.6

54,630 38,918 -                 15,712 △ 42.1

119 119 -                 -                    △ 40.8

1,630,207 1,614,071 -                 16,136 0.9

23,574,364 25,531,845 66,048         △ 2,023,529 △ 7.4

686,520 660,678 -                 25,842 1.9

1,303,548 1,244,354 -                 59,194 △ 0.8

8,542,395 8,444,326 -                 98,069 2.2

10,532,463 10,349,358 -                 183,105 1.8

76,637,941 76,870,545 635,347        △ 867,951 △ 0.3

介 護 保 険
事 業

保 険 事 業
勘 定

介 護 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
事 業 勘 定

企 業 会 計 合 計

下夜久野地区財産区管理会

特 別 会 計 合 計

ガ ス 事 業

水 道 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

会         計         名

企
業
会
計

休 日 急 患 診 療 所 費

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業

老 人 保 健 医 療 事 業

駅 南 土 地 区 画 整 理 事 業

農 業 集 落 排 水 施 設 事 業

石 原 土 地 区 画 整 理 事 業

河 守 土 地 区 画 整 理 事 業

病 院 事 業

総        合        計 

一      般      会      計 

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

会
 
 
 
 
 

計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 診 療 所 費

と 畜 場 費

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

宅 地 造 成 事 業

駅 周 辺 土 地 区 画 整 理 事 業

資 料 編
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２　歳入決算の状況
（ 単位 ： 千円、％ ）

10.8

5.2

比 較 増 減

8.2

△ 8.2

12.7

20.1

16.3

△ 27.1

△ 4.9

10.1

37.2

18.0

△ 9.6

△ 0.2

168.6

23.2

△ 3.5

△ 2.9

伸率

△ 1.4

△ 6.1

△ 3.0

42,531,115 100.0 40,439,263 100.0

2,649,927

0.0 17,957

2,091,852

0.0 3,227

0.0 8,330 0.0 △ 797

27,261,675 64.1 24,611,748 60.9

14.8市 債 5,578,900 13.1 4,858,700 720,20012.1

5.9 473,168

617,698

2,825,705 6.7 2,352,537

12.9 4,862,580 12.1

19,230

879,987

0.0 △ 1,584

10,668,630 26.4

国 庫 支 出 金 5,480,278

11,548,617 27.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 17,646 0.0

金 額

0.5 △ 58,002

0.4 17,992

△ 969

1,501

12,909

2.7 △ 32,634

地 方 特 例 交 付 金 195,909 0.5 177,917

財    源    別

平 成 ２ １ 年 度

収 入 済 額
構成
比率

区     分 平 成 ２ ２ 年 度

収 入 済 額
構成
比率

自 動 車 取 得 税 交 付 金 156,063 0.4 214,065

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

18,609 0.0 19,578

10,688 0.0 9,187

0.0

0.0

2.1 893,655 2.2 △ 1,536

134,244

△ 558,075

1.1 474,695 1.2 △ 13,867

39.1

0.1 34,687 0.1

205,084

15,269,440 35.9 15,827,515

諸 収 入 923,668

1.3

0.8 344,854 0.9

0.9

712,419 1.7 578,175

2.5 1,078,598

110,126

2.2 343,917

0.5 1,162,759

0.0

△ 162,773

分 担 金 及 び 負 担 金 686,007 1.6 730,208

26.6 11,478,878

1.8 △ 44,201

579,751

市 税 11,316,105

財 産 収 入 327,678

使 用 料 及 び 手 数 料 1,045,964

2.9

28.4

△ 17,176

合          計

地 方 消 費 税 交 付 金

△ 5.0

△ 52.3

△ 82.4△ 957,675

0.2 △ 57,611寄 附 金 52,515

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自
 

主
 

財
 

源

計

計

依
 
 

存
 
 

財
 
 

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

府 支 出 金

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

892,119

地 方 譲 与 税 460,828

利 子 割 交 付 金 47,596

7,533

21,184

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金
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歳入決算の構成比
その他, 0.1

市債, 13.1
市税, 26.6

地方譲与税, 1.1

地方消費税交付金, 2.1

地方交付税, 27.2

国庫支出金, 12.9

分担金及び負担金, 1.6

使用料及び手数料, 2.5

府支出金, 6.7

財産収入, 0.8

繰入金, 0.5

繰越金, 1.7

諸収入, 2.2

自動車取得税交付金等,
0.9

単位（％）

前年度歳入決算額との比較

3.5 3.4 1.3

48.6

5.8
11.6

23.5

48.6

10.87.3

106.7

4.8
8.9

4.8

114.8

7.1

2.0

28.2

54.8

115.5

0.7

55.8

9.23.310.56.9
4.6

8.9
4.6

113.2
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20
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140
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入
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債

そ
の
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億円 H21 Ｈ22
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３　主な一般財源の状況 （単位：千円、％）

平成２２年度 平成２１年度 増減額 増減率

市 税 11,316,105 11,478,878 △ 162,773 △ 1.4

地 方 譲 与 税 460,828 474,695 △ 13,867 △ 2.9

利 子 割 交 付 金 47,596 34,687 12,909 37.2

配 当 割 交 付 金 21,184 17,957 3,227 18.0

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 7,533 8,330 △ 797 △ 9.6

地 方 消 費 税 交 付 金 892,119 893,655 △ 1,536 △ 0.2

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 10,688 9,187 1,501 16.3

自 動 車 取 得 税 交 付 金 156,063 214,065 △ 58,002 △ 27.1

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

18,609 19,578 △ 969 △ 4.9

地 方 特 例 交 付 金 195,909 177,917 17,992 10.1

地 方 交 付 税 11,548,617 10,668,630 879,987 8.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 17,646 19,230 △ 1,584 △ 8.2

臨 時 財 政 対 策 債 1,960,900 1,300,300 660,600 50.8

26,653,797 25,317,109 1,336,688 5.3

内　　　　訳

計
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４ 市税の状況

（１）決算状況 (単位：千円、％）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(1)

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決　算　額
(2)

4,407,695 60,185 4,467,880 4,640,583 47,929 4,688,512 △220,632 △ 4.7

3,205,497 58,630 3,264,127 3,484,725 44,448 3,529,173 △265,046 △ 7.5

1,202,198 1,555 1,203,753 1,155,858 3,481 1,159,339 44,414 3.8

5,731,975 68,065 5,800,040 5,709,880 68,845 5,778,725 21,315 0.4

5,698,985 68,065 5,767,050 5,676,731 68,845 5,745,576 21,474 0.4

32,990 - 32,990 33,149 - 33,149 △159 △ 0.5

179,690 3,581 183,271 177,246 3,450 180,696 2,575 1.4

586,962 - 586,962 558,136 - 558,136 28,826 5.2

7,324 - 7,324 7,811 - 7,811 △487 △ 6.2

266,744 3,884 270,628 260,850 4,148 264,998 5,630 2.1

11,180,390 135,715 11,316,105 11,354,506 124,372 11,478,878 △162,773 △ 1.4

（２）徴収率の状況
(単位：　％　）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計

98.5 19.5 93.9 98.3 18.4 93.9 0.2 1.1 0.0

増減平成22年度 平成21年度

伸 率
(%)

入 湯 税

都 市 計 画 税

た ば こ 税

決 算
対 比

(1)－(2)

軽 自 動 車 税

款 項 目

市 民 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

国有資産等所在市町
村 交 納 付 金

平成21年度平成22年度

市 税 合 計
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市税の構成比

入湯税, 0.1
都市計画税, 2.4

たばこ税, 5.2

軽自動車税, 1.6

固定資産税, 51.3
市民税（法人）, 10.6

市民税（個人）, 28.8

単位(％)

市税の推移

35.3

11.6

57.8

1.8

5.6

0.1
2.6

0.1
2.7

5.9

1.8

12.0

58.0

32.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

市民税（個人） 市民税（法人） 固定資産税 軽自動車税 たばこ税 入湯税 都市計画税

億円
H21 H22
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５　歳出決算の状況

（１）目的別 （単位：千円、％）

支出額
（Ａ）

構成比
支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

議 会 費 308,693 0.8 320,425 0.8 △ 11,732 △ 3.7

総 務 費 7,001,891 17.1 5,324,507 13.5 1,677,384 31.5

民 生 費 11,814,404 28.8 10,768,716 27.4 1,045,688 9.7

衛 生 費 4,807,295 11.7 4,468,102 11.4 339,193 7.6

労 働 費 219,257 0.5 120,994 0.3 98,263 81.2

農 林 水 産 業 費 1,532,387 3.8 1,769,075 4.5 △ 236,688 △ 13.4

商 工 費 788,031 1.9 1,008,009 2.6 △ 219,978 △ 21.8

土 木 費 4,261,881 10.4 4,337,194 11.0 △ 75,313 △ 1.7

消 防 費 1,312,226 3.2 2,322,639 5.9 △ 1,010,413 △ 43.5

教 育 費 2,963,275 7.2 2,805,131 7.1 158,144 5.6

災 害 復 旧 費 499,153 1.2         175,960            0.5 323,193 183.7

公 債 費 5,480,849 13.4 5,912,007 15.0 △ 431,158 △ 7.3

目的別合計 40,989,342 100.0 39,332,759 100.0 1,656,583 4.2

（２）性質別 （単位：千円、％）

支出額
（Ａ）

構成比
支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

人 件 費 6,787,959 16.6 7,027,368 17.9 △ 239,409 △ 3.4

物 件 費 4,198,017 10.2 4,117,274 10.5 80,743 2.0

維 持 補 修 費 308,673 0.7 288,076 0.7 20,597 7.1

扶 助 費 7,214,945 17.6 5,988,578 15.2 1,226,367 20.5

公 債 費 5,448,292 13.3 5,869,329 14.9 △ 421,037 △ 7.2

補 助 費 等 2,796,519 6.8 3,371,662 8.6 △ 575,143 △ 17.1

積 立 金 1,633,694 4.0 548,190 1.4 1,085,504 198.0

貸 付 金 ・ 出 資 金 23,020 0.1 26,880 0.1 △ 3,860 △ 14.4

繰 出 金 4,747,517 11.6 5,166,296 13.1 △ 418,779 △ 8.1

投 資 的 経 費 7,830,706 19.1 6,929,106 17.6 901,600 13.0

性質別合計 40,989,342 100.0 39,332,759 100.0 1,656,583 4.2

目的別
平成２２年度 平成２１年度 増減

性質別

平成２２年度 平成２１年度 増減
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歳出決算の構成比（目的別）

教育費 7.2

消防費 3.2

土木費 10.4

商工費 1.9

労働費 0.5

農林業費 3.8

衛生費 11.7

民生費 28.8

総務費 17.1
議会費 0.8

公債費 13.4

災害復旧費, 1.2

単位（％）

前年度歳出決算額との比較（目的別）

10.1

0.0

118.1

2.2

15.3

3.2

53.2

107.7

44.7

1.2

17.7

43.4

23.2
28.1

1.8

59.1 54.8

5.0

29.6

7.9

42.6

3.1

70.0

48.1

13.1

0.0
0

20

40

60

80

100

120

140

議
会

費

総
務

費

民
生

費

衛
生

費

労
働

費

農
林

業
費

商
工

費

土
木

費

消
防

費

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

諸
支

出
金

億円 H21 Ｈ22
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歳出決算の構成比（性質別）

投資的経費, 19.1

積立金, 4.0

貸付金・出資金
0.1

繰出金, 11.6

補助費等, 6.8
維持補修等, 0.8

物件費, 10.2

公債費, 13.3

人件費, 16.6

扶助費, 17.6

単位（％）

前年度歳出決算額との比較（性質別）

5.5

0.3

28.0

78.3

69.3

33.7

41.2

70.3

51.7

59.9 58.6

2.9 3.1

72.1

67.9

16.3

47.5

42.0

54.5

0.2
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

人
件

費

扶
助

費

公
債

費

物
件

費

維
持

補
修

等

補
助

費
等

積
立

金

貸
付

・出
資

金

繰
出

金

投
資

的
経

費

億円 H21 H22



（１）実質赤字比率 （単位：千円）

２２年度 ２１年度 増減

972,474 788,170 184,304

0 0 0

972,474 788,170 184,304

4.01% ⇒ － 3.35% ⇒ － -

（２）連結実質赤字比率

２２年度 ２１年度 増減

183,388 3,023 180,365

0 △ 3,874 3,874

0 6,657 △ 6,657

60,114 85,545 △ 25,431

5,518 6,445 △ 927

16,136 18,055 △ 1,919

２２年度 ２１年度 増減

541,532 637,329 △ 95,797

954,867 874,735 80,132

2,554,353 1,530,146 1,024,207

0 0 0

6,816 2,011 4,805

308,917 144,398 164,519

175,505 253,397 △ 77,892

1,494 1,340 154

8,417 8,778 △ 361

42,348 26,353 15,995

△ 175,864 △ 260,753 84,889

132,417 90,954 41,463

71,780 65,192 6,588

4,887,738 3,489,731 1,398,007

5,860,212 4,277,901 1,582,311

24,206,986 23,557,286 649,700

24.20% ⇒ － 18.15% ⇒ － -

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)　④

計　②

一
般
会
計
等

実質赤字比率

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

会　計　名

企
業
会
計

連結実質赤字比率

簡易水道事業特別会計

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計

福知山駅南土地区画整理事業特別会計

石原土地区画整理事業特別会計

宅地造成事業特別会計

法非適用

農業集落排水施設事業特別会計

河守土地区画整理事業特別会計

①　＋　②　＝　③

　③÷④
　　　正数は　”　-　”

ガス事業会計

と畜場費特別会計

国民健康保険診療所費特別会計

法 適 用

企 業 水道事業会計

一般会計

休日急患診療所費特別会計

計　①

病院事業会計

一般会計以外の
特別会計のうち
公営企業に係る
特 別 会 計 以 外
の 特 別 会 計

企 業 下水道事業特別会計

公設地方卸売市場事業特別会計

実質収支額

実質収支額

資金不足・剰余額

会　計　名

会　計　名

　①÷④
　　　正数は　”　-　”

後期高齢者医療事業特別会計

老人保健医療事業特別会計

-28－
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（３）実質公債費比率 （単位：千円・％）

２２年度 ２１年度 増減

① 5,477,963 5,601,325 △ 123,362

② 1,867,854 1,989,687 △ 121,833

1,848,226 1,943,063 △ 94,837

0 20,373 △ 20,373

19,574 26,177 △ 6,603

54 74 △ 20

③ 305,180 284,460 20,720

4,817,947 4,831,057 △ 13,110

⑤ 24,206,986 23,557,286 649,700

11.4636 13.2194 △ 1.7558

13.3 14.9 △ 1.6

（４）将来負担比率 （単位：千円・％）

２２年度 ２１年度 増減

49,757,962 48,866,979 890,983

7,448,683 8,209,264 △ 760,581

28,092,425 28,342,738 △ 250,313

222,832 276,543 △ 53,711

7,678,105 7,769,605 △ 91,500

① 93,200,007 93,465,129 △ 265,122

7,382,502 5,952,246 1,430,256

3,838,739 3,637,236 201,503

3,024,446 2,902,094 122,352

51,628,858 51,027,108 601,750

② 62,850,099 60,616,590 2,233,509

③ 24,206,986 23,557,286 649,700

4,817,947 4,831,057 △ 13,110

156.5 175.4 △ 18.9

・債務負担行為に基づく支出予定額は福知山市土地開発公社に対しての予定額である。
・組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業組合に対しての見込額である。

（５）資金不足比率 （単位：％）

２２年度 ２１年度 増減

8.8 12.3 △ 3.5

・資金不足比率発生会計のみ表示

資金
不足
比率

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

退職手当負担見込額

　　計

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

公営企業債の償還に充てたと認められるもの実
質
公
債
費
比
率

一時借入金利子

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

元利償還金 （繰上償還除く）

将来負担比率 （①-②）÷（③-④）

充
当
可
能
財
源

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将
来
負
担
額

　　計

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)

内
訳

標準財政規模

特定財源
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充当可能基金

特定財源見込額

うち都市計画税

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

石原土地区画整理事業特別会計

準元利償還金




